
 

 

産業廃棄物改正情報（１３年２月１日改正です。） 
 
①政令付則第２条第３項：２月１日に施行。 
 「１日の処理能力：がれき類、木くずの処理能力が５トンを超える既存施設」について   
は、産廃処理施設使用届出書を４月末日までに施設のある保健所等に提出することにな

りました。 
 
届出に添付書類する図書 
・施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図 
・施設の維持管理に関する計画書 
・処理工程図 
・施設付近の見取り図 
・施設の設置及び維持管理に関する「技術的能力」を説明する書類 
 見本あり「申立書」 
・施設の設置及び維持管理に要する資金の総額・調達方法を記載した書類 
・設置者：法人  直前３年分の決算書及び確定申告書（表紙写し） 
         法人税納付すべき額及び納付済額を証する書類 
         定款及び登記簿謄本 
         役員全員の住民票写し（本籍地記載） 
         役員全員の身分証明書 
         役員全員の登記事項証明書（東京法務局発行） 
         発行済み株式総数の１００分の５以上を有する株主の住民票の写し 

（本籍地記載）及び身分証明書並びに東京法務局発行の登記事項証

明書又は登記簿謄本（株主が会社の場合） 
注）登記事項証明書：後見登記等に関する法律第１０条第１項に規

定するもの。 
・設置者：個人  資産に関する調書並びに直前３年の所得税納付すべき額及び納付済 

額を証する書類 
          住民票の写し（本籍地記載）、身分証明書、登記事項証明書 
 
 ・設置者：法第１４条第３項第２項に規定の未成年 
          その者の法定代理人の住民票の写し、身分証明書、登記事項証明書 
 
 ・設置者に政令第６条の８に規定する使用人があるとき。 
          その者の住民票写し、登記事項証明書 
 ・法第２１条に定める「技術管理者」の設置に関する書類 
 



 

 

 ・設置場所の土地謄本、更正図 
 ・維持管理計画書（任意様式） 
         粉塵防止施設が設けられていること。その名称記載 
         維持管理に関する基準の対応記載 
 ・施設の騒音、振動について測定したデーター添付し、周辺環境の影響を維持管理計画  
書に記載 
・施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を証する申立書の見本 
            ↓ 

②施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を証する申立書 
 

         申立書   住所 
               氏名又は名称及び 

               代表者氏名          印 
 
 

下記の者について、違反行為に係る行政指導等を受けることなくがれき類（又は木くず）

破砕施設の運転・整備点検等技術上の実務に従事した経験が    年あることを証明し

ます。 
また、廃棄物処理施設の処理及び清掃に関する法律（法律第１３７号）第２１条に規定す

る技術管理者として選任し、下記産業廃棄物処理施設の技術上の業務を担当させることを

申立てます。 
 

                             平成  年  月  日 
 
記 

 
１  氏名 
２  主な業務内容 
 
 
以上は、見本です。 
また、 
・施設の設置及び維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類に  
ついては施設の設置及び維持管理を挿入して作成してください。 

 
以上産廃法改正情報でした。 


